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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第62期
第２四半期
連結累計期間

第63期
第２四半期
連結累計期間

第62期

会計期間
自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日

自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日

自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日

営業収益 (千円) 8,245,439 9,066,342 16,444,245

経常利益 (千円) 323,253 229,403 469,779

四半期(当期)純利益 (千円) 151,526 123,308 230,092

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 130,851 118,704 212,645

純資産額 (千円) 3,059,768 3,194,561 3,141,562

総資産額 (千円) 9,330,161 9,205,878 9,261,440

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 16.14 13.14 24.51

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 32.8 34.7 33.9

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △33,023 △84,579 262,596

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 308,365 710,663 △35,902

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △92,584 △367,197 △137,081

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 985,407 1,150,522 891,527

　

回次
第62期
第２四半期
連結会計期間

第63期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日

自  平成23年７月１日
至  平成23年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 9.04 7.14

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．営業収益には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．第62期第２四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」(企

業会計基準第25号  平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しております。

　

２ 【事業の内容】

　　当第２四半期連結累計期間において、当社および当社の関係会社において営まれている事業

　　の内容について、重要な変更はありません。

　　　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告

書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

  当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

当第２四半期連結累計期間(平成23年４月１日～平成23年９月30日)におけるわが国経済は、第１

四半期に東日本大震災の影響を受け、企業の生産活動は著しく低下したものの、第２四半期にはその

影響も和らぎ回復傾向に向かいました。しかしながら欧州での財政・金融不安の継続、米国での雇用

市場の低迷をはじめとする景気回復ペースの鈍化等による世界景気の低迷、加えて大幅な円高の進

行により、依然として先行き不透明感が強まる状況で推移いたしました。 

  かかる環境下、当第２四半期連結累計期間における物流業界におきましては、輸出は回復傾向とな

り、輸入に関してもアジアは下げ止まり、米国・ＥＵは横ばいとなりました。 

  その中で食品は水産物の輸出入が減少、果実・野菜等は微増で推移し、畜産物は多少の増加となり

ました。また鋼材の国内物流取扱いにおいても、鋼材主原料価格の上昇などの影響により減少傾向と

なりました。 

  このような状況の中、当企業集団は第４次中期経営計画『お客様信頼度ナンバーワンを目指し

て』をスタートさせました。 

  その結果、当第２四半期連結累計期間における営業収益は前年同期間比10.0％増の9,066,342千円

となりました。一方経常利益は、人件費と新基幹システム稼動に伴う減価償却が増加し、前年同期間

比29.0％減の229,403千円となりました。また四半期純利益は前年同期間比18.6％減の123,308千円

となりました。 

 

セグメント別の営業状況は、次のとおりであります。 

[港湾運送事業及び港湾付帯事業] 

　港湾運送事業は、港湾施設使用料収入が増加したため、営業収益は前年同期間比16.0％増の

4,550,231千円となりました。 

　陸上運送事業は、トラック運送料収入が増加したため、営業収益は前年同期間比13.7％増の

1,562,404千円となりました。 

　倉庫業は、入出庫料収入が増加したため、営業収益は前年同期間比9.9％増の1,567,557千円となり

ました。 

　通関業は、輸入食品衛生検査料収入が減少したため、営業収益は前年同期間比8.5％減の1,211,270

千円となりました。 

　この結果、港湾運送事業及び港湾付帯事業の営業収益は前年同期間比10.5％増の8,891,464千円と

なったものの、セグメント利益は前年同期間比4.2％減の614,830千円となりました。

 

[その他事業] 

　その他事業は、構内作業料収入が減少したため、営業収益は前年同期間比11.2％減の174,878千円と

なったものの、不動産賃貸料収入の増加によりセグメント利益は前年同期間比502.3％増の19,713千

円となりました。 
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セグメント別営業収益

区分

前第２四半期連結累計期間
自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日

当第２四半期連結累計期間
自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日

前年同期間比

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
増減比
(％)

港湾運送事業及び
港湾付帯事業

8,048,40397.6 8,891,46498.1 843,06010.5

港湾運送事業 3,924,16047.6 4,550,23150.2 626,07116.0

陸上運送事業 1,374,40916.7 1,562,40417.2 187,99413.7

倉庫業 1,426,71617.3 1,567,55717.3 140,8409.9

通関業 1,323,11616.0 1,211,27013.4 △111,845△8.5

その他事業 　 　 　 　 　 　

その他事業 197,0352.4 174,8781.9 △22,157△11.2

合計 8,245,439100.0 9,066,342100.0 820,90310.0

（注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。

　

　（２）財政状態の分析

（総 資 産） 

　当第２四半期連結会計期間末における総資産は9,205,878千円となり、前連結会計年度に比べ

55,561千円減少いたしました。主な要因は現金及び預金が621,005千円減少した一方、受取手形及び

営業未収入金が359,325千円、投資有価証券が107,919千円、たな卸資産が58,133千円、前払費用が

42,814千円それぞれ増加したことによるものであります。 

 

（負　債） 

　当第２四半期連結会計期間末における負債は6,011,317千円となり、前連結会計年度に比べ108,560

千円減少いたしました。主な要因は支払手形及び営業未払金が189,462千円、その他流動負債が

24,661千円、退職給付引当金が25,678千円それぞれ増加した一方、短期および長期借入金が286,498

千円、未払法人税等が62,606千円それぞれ減少したことによるものであります。 

 

（純 資 産） 

　当第２四半期連結会計期間末における純資産は3,194,561千円となり、前連結会計年度に比べ

52,998千円増加いたしました。主な要因は利益剰余金が57,603千円増加したことによるものであり

ます。 
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　（３）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は前連結会計

年度末に比較し258,994千円増加し、当第２四半期末には1,150,522千円となりました。 

 当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりで

あります。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  営業活動において減少した資金は84,579千円となりました。（前年同四半期は33,023千円の減

少）これは税金等調整前四半期純利益が218,893千円となり、減価償却費102,976千円、仕入債務の増

加額189,462千円があったものの、売上債権の増加額358,247千円、法人税等の支払額164,899千円が

あったことによるものであります。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  投資活動において増加した資金は710,663千円となりました。（前年同四半期は308,365千円の増

加）これは定期預金の預入による支出230,000千円、投資有価証券の取得による支出126,704千円が

あったものの、定期預金の払戻による収入1,110,000千円があったことによるものであります。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  財務活動において減少した資金は367,197千円となりました。（前年同四半期は92,584千円の減

少）これは短期借入れによる収入200,000千円、長期借入れによる収入180,000千円があったものの、

短期借入金の返済による支出350,000千円、長期借入金の返済による支出316,498千円および配当金

の支払額65,535千円があったことによるものであります。 

 

　（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 

（５）研究開発活動

　　　　　該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 37,589,000

計 37,589,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年11月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 9,389,000 9,389,000
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ　　（ス
タンダード）

　単元株式数は1,000株
　であります。

計 9,389,000 9,389,000― ―

　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　　　該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　　該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　　　　　該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成23年９月30日 ― 9,389,000 ― 856,050 ― 625,295
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(6) 【大株主の状況】

平成23年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

協友商事株式会社 千葉県船橋市本町７丁目５番14号 1,275 13.57

株式会社住友倉庫 大阪府大阪市西区川口２丁目１番５号 796 8.47

富士火災海上保険株式会社 大阪府大阪市中央区南船場１丁目18番11号 700 7.45

曽　根　好　貞 千葉県船橋市 601 6.40

神鋼物流株式会社 兵庫県神戸市中央区脇浜町２丁目11番14号 600 6.39

横浜冷凍株式会社 神奈川県横浜市神奈川区守屋町１丁目1番7号 438 4.66

大東港運社員持株会 東京都港区芝浦３丁目７番９号 402 4.28

田　中　孝　一 東京都世田谷区 300 3.19

日塩株式会社 東京都港区海岸３丁目19番８号 294 3.13

大東港運取引先持株会 東京都港区芝浦３丁目７番９号 278 2.96

計 ― 5,684 60.54

　

　

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成23年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式　2,000

― ―

完全議決権株式(その他)
　 　　　普通株式　　

9,385,000
9,385 ―

単元未満株式 普通株式　　　2,000 ― ―

発行済株式総数 9,389,000― ―

総株主の議決権 ― 9,385 ―

(注)　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権1個）含まれ

ております。
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② 【自己株式等】

平成23年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）　　　　　大
東港運株式会社

東京都港区芝浦3-7-9 2,000 ― 2,000 0.0

計 ― 2,000 ― 2,000 0.0

　

　

２ 【役員の状況】

   該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成23年７月１

日から平成23年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けておりま

す。

　

EDINET提出書類

大東港運株式会社(E04356)

四半期報告書

 9/22



１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,001,527 1,380,522

受取手形及び営業未収入金 2,593,450 2,952,776

たな卸資産 ※1
 185,597

※1
 243,731

前払費用 34,512 77,326

繰延税金資産 121,968 117,286

その他 323,379 368,602

貸倒引当金 △17,244 △19,971

流動資産合計 5,243,191 5,120,273

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 444,522 428,237

機械装置及び運搬具（純額） 7,191 4,631

土地 1,412,637 1,412,637

リース資産（純額） 75,400 69,011

その他（純額） 56,768 48,137

有形固定資産合計 1,996,520 1,962,655

無形固定資産 620,245 596,436

投資その他の資産

投資有価証券 386,691 494,610

破産更生債権等 167,955 167,139

繰延税金資産 360,736 374,246

その他 649,465 655,752

貸倒引当金 △163,365 △165,235

投資その他の資産合計 1,401,482 1,526,512

固定資産合計 4,018,248 4,085,604

資産合計 9,261,440 9,205,878
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び営業未払金 1,622,725 1,812,188

短期借入金 1,164,663 1,035,683

未払法人税等 173,470 110,864

賞与引当金 219,173 228,102

その他 392,799 417,461

流動負債合計 3,572,833 3,604,300

固定負債

長期借入金 1,206,018 1,048,500

再評価に係る繰延税金負債 213,666 213,666

退職給付引当金 938,886 964,565

役員退職慰労引当金 1,590 1,732

長期未払金 92,990 92,990

その他 93,892 85,563

固定負債合計 2,547,044 2,407,017

負債合計 6,119,877 6,011,317

純資産の部

株主資本

資本金 856,050 856,050

資本剰余金 625,295 625,295

利益剰余金 1,656,562 1,714,165

自己株式 △909 △909

株主資本合計 3,136,997 3,194,601

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △811 △5,947

土地再評価差額金 3,885 3,885

為替換算調整勘定 1,490 2,022

その他の包括利益累計額合計 4,564 △39

純資産合計 3,141,562 3,194,561

負債純資産合計 9,261,440 9,205,878
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

営業収益 8,245,439 9,066,342

営業原価 6,381,779 7,177,176

営業総利益 1,863,659 1,889,165

販売費及び一般管理費 ※1
 1,531,137

※1
 1,648,497

営業利益 332,521 240,668

営業外収益

受取利息 3,598 2,746

受取配当金 2,962 3,719

受取保険金 2,695 537

受取地代家賃 2,018 2,207

負ののれん償却額 1,860 －

その他 5,282 6,490

営業外収益合計 18,419 15,702

営業外費用

支払利息 23,385 20,898

複合金融商品評価損 － 4,589

為替差損 223 －

その他 4,078 1,479

営業外費用合計 27,687 26,966

経常利益 323,253 229,403

特別利益

固定資産売却益 297 349

貸倒引当金戻入額 515 －

特別利益合計 812 349

特別損失

固定資産除却損 1,292 114

投資有価証券評価損 33,649 7,919

災害による損失 － 1,325

ゴルフ会員権評価損 2,550 1,500

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 6,720 －

特別損失合計 44,212 10,859

税金等調整前四半期純利益 279,853 218,893

法人税、住民税及び事業税 147,549 103,292

法人税等調整額 △19,222 △7,707

法人税等合計 128,327 95,584

少数株主損益調整前四半期純利益 151,526 123,308

四半期純利益 151,526 123,308
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 151,526 123,308

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △19,356 △5,136

為替換算調整勘定 △1,318 531

その他の包括利益合計 △20,675 △4,604

四半期包括利益 130,851 118,704

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 130,851 118,704

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 279,853 218,893

減価償却費 48,886 102,976

災害損失 － 1,325

負ののれん償却額 △1,860 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 6,720 －

ゴルフ会員権評価損 2,550 1,500

貸倒引当金の増減額（△は減少） 19,239 4,597

退職給付引当金の増減額（△は減少） 34,239 25,629

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 141 141

受取利息及び受取配当金 △6,561 △6,466

支払利息 23,385 20,898

為替差損益（△は益） 203 △410

投資有価証券評価損益（△は益） 33,649 7,919

複合金融商品評価損益（△は益） － 4,589

有形固定資産売却損益（△は益） △297 △349

有形固定資産除却損 1,292 114

売上債権の増減額（△は増加） △504,036 △358,247

たな卸資産の増減額（△は増加） △25,832 △58,133

仕入債務の増減額（△は減少） 228,481 189,462

未払消費税等の増減額（△は減少） 5,183 21,243

未収消費税等の増減額（△は増加） － 3,070

その他 △48,189 △84,885

小計 97,048 93,868

利息及び配当金の受取額 7,461 7,208

利息の支払額 △31,425 △20,756

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △79,572 △164,899

役員退職慰労金の支払額 △26,535 －

営業活動によるキャッシュ・フロー △33,023 △84,579
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △1,210,000 △230,000

定期預金の払戻による収入 1,760,000 1,110,000

長期預金の払戻による収入 200,000 －

保険積立金の積立による支出 △322,579 △11,911

保険積立金の解約による収入 12,004 －

有形固定資産の取得による支出 △12,099 △6,767

有形固定資産の売却による収入 400 535

無形固定資産の取得による支出 △104,920 △27,710

投資有価証券の取得による支出 △16,155 △126,704

投資有価証券の売却による収入 6 －

貸付けによる支出 △7,900 △5,500

貸付金の回収による収入 9,609 8,721

投資活動によるキャッシュ・フロー 308,365 710,663

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 350,000 200,000

短期借入金の返済による支出 △350,000 △350,000

長期借入れによる収入 370,000 180,000

長期借入金の返済による支出 △384,500 △316,498

リース債務の返済による支出 △13,797 △15,164

配当金の支払額 △64,287 △65,535

財務活動によるキャッシュ・フロー △92,584 △367,197

現金及び現金同等物に係る換算差額 △641 107

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 182,115 258,994

現金及び現金同等物の期首残高 803,292 891,527

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 985,407

※1
 1,150,522

EDINET提出書類

大東港運株式会社(E04356)

四半期報告書

15/22



【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。

　

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

該当事項はありません。

　

【会計方針の変更等】

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。

　

【追加情報】

　

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

　第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より「会計上の変更及び誤

謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

 
退職給付引当金

　当社及び国内連結子会社は、従来より税制適格年金制度及び退職一時金制度を採用しておりましたが、平成23年

６月１日より税制適格年金制度を確定給付企業年金制度に移行しております。

　この移行に伴う会計処理については、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第

１号）を適用しております。

　この移行に伴い、負の過去勤務債務が158,425千円発生し、平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定

額法により償却しております。これにより当第２四半期連結累計期間においては、退職給付費用が5,280千円減額

され、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益は同額増加しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　※１　たな卸資産の内訳

　

前連結会計年度
(平成23年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日）

仕掛作業支出金 181,917千円 239,914千円

貯蔵品 3,680千円 3,816千円

　

(四半期連結損益計算書関係)

　※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

　

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日 
　至　平成23年９月30日)

給料賞与 655,782千円 700,944千円

賞与引当金繰入 222,714千円 210,228千円

退職給付費用 116,236千円 111,203千円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に揚記されている科目の金額と
　　　の関係は、次のとおりであります。

　

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日 
　至　平成23年９月30日)

現金及び預金 2,195,407千円 1,380,522千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △1,210,000千円 △230,000千円

現金及び現金同等物 985,407千円 1,150,522千円
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年５月19日
取締役会

普通株式 65,705 7.00平成22年３月31日平成22年６月30日 利益剰余金

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

　　　　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

　

当第２四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年５月19日
取締役会

普通株式 65,705 7.00平成23年３月31日平成23年６月30日 利益剰余金

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

　　　　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

　 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結損益
計算書計上額
（注）２　

港湾運送事業及
び港湾付帯事業

その他事業 合　計

営　業　収　益 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する営業収益

8,048,403 197,0358,245,439 ― 8,245,439

　(2) セグメント間の内部
　　　営業収益又は振替高

― 20,747 20,747 △20,747 ―

計 8,048,403 217,7828,266,186△20,747 8,245,439

セグメント利益 642,086 3,272 645,359△312,837 332,521

(注)　１．セグメント利益の調整額△312,837千円には、セグメント間取引消去△20,747千円、各報告セグメントに配

　　分できない全社費用292,090千円が含まれております。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整しております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

　

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日)

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

　 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結損益
計算書計上額
（注）２　

港湾運送事業及
び港湾付帯事業

その他事業 合　計

営　業　収　益 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する営業収益

8,891,464 174,8789,066,342 ― 9,066,342

　(2) セグメント間の内部
　　　営業収益又は振替高

― 34,866 34,866 △34,866 ―

計 8,891,464 209,7449,101,208△34,866 9,066,342

セグメント利益 614,830 19,713 634,543△393,875 240,668

(注)　１．セグメント利益の調整額は、全社費用393,875千円であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整しております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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(金融商品関係)

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

(企業結合等関係)

        該当事項はありません。

　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 16円14銭 13円14銭

    (算定上の基礎) 　 　

    四半期純利益(千円) 151,526 123,308

    普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 151,526 123,308

    普通株式の期中平均株式数(株) 9,386,507 9,386,507

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載して

　　　おりません。

　

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。

　

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

　　　　　　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年11月11日

大東港運株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    湯　浅　信　好    印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    有　川　　　勉 　 印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大東
港運株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平
成23年７月１日から平成23年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年９
月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連
結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、大東港運株式会社及び連結子会社の平成23年
９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・
フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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